
基発 0401第 61:号

平成 25年4月1日

都道府県労働局長殿

厚生労働省労働基準局長

(公印省略)

「今後の労働時間等設定改善関係業務の進め方についてJの一部改正について

労働時間等設定改善関係業務については、平成 23年4月1日付け基発 0401第 17

t号「今後の労働時間等設定改善関係業務の進め方についてJ (以下「業務通達Jとい

う。)に基づき業務を運営し、長時間労働の抑制及び年次有給休暇の取得促進に係る

政府目標の達成に向けて取り組んできたところである。

しかしながら、依然として長時間労働の実態にある業種、職種等が存在するととも

に、年次有給休暇の取得率については、平成5年をピークに、その後低下し、近年で

は5割を下回る水準で推移している。

このような状況から、 「長時間労働の抑制」と「年次有給休暇の取得促進jを一層

推進していく必要がある。

このため、働き方・休み方改善コンサノレタント業務をより効果的に推進するため、

下記1のとおり見直しを行うとともに、長時間労働の抑制と年次有給休暇の取得促進

の更なる進展のため、記2のとおり、平成 25年度から新たに「働き方・休み方改善

ハンドブック」等を開発・普及し、労使の自主的な取組を推進することとした。

ついては、業務通達の「記J以下を別添1のとおり改正するので、了知の上、引き

続きその積極的な推進に努められたい。

なお、中小企業事業主等を対象とする助成金に係る内容については、平成 25年度

予算成立後、)3IJ途指示する。

また、労働時間等設定改善対策の推進については、別添2のとおり都道府県知事に

対し協力を依頼しており、貴職においても、都道府県と連携を図りつつ推進されたい。
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1 働き方・休み方改善コンサノレタントによるコンサノレティング等について、以下の

見直しを行う。



(1) 長時間労働が認められる業種及び年次有給休暇の取得率が低い業種につい

て、年聞を通じてコンサノレティング、ワークショップ等を計画的に実施する。

(2) コンサルタントについては、都道府県労働局及び労働基準監督署の連携を更

に強化し、法令を遵守し長時間労働の抑制等について改善意欲のある事業場を

積筏的に対象とする。

2 企業等の自主的な取組を推進するため、以下の事業を実施する。

(1) 長時間労働の抑制及び年次有給休暇の取得促進に自主的に取り組む企業にノ

ワハウを提供するためのツーノレ(業種の特性に応じた取組方法などを盛り込ん

だハンドブック等)を作成し、周知する。

(2) 地方都市において、関係労使、地方自治体等が協働して「働き方・休み方改

善協議会(仮称)Jを設置し、地域の特性に応じた年次有給休暇等の取得促進

を実施するo

(3) 年次有給休暇を取得しやすい時季における取組を促進させるための広報を実

施する。



別添1

記

第 1 長時間労働の抑制と年次有給休暇の取得促進など仕事と生活の

調和の実現に向けた社会的気運の醸成

1 仕事と生活の調和に関する広報啓発活動の積極的な展開

仕事と生活の調和についての社会的気遣の醸成を図っていくた

めには、各地域の実情を踏まえつつ効果的な広報啓発活動を展開

していくことが重要であり、都道府県等の関係機関と連携をとり

つづ、労働時間等の設定の改善に関する特別措置法(平成4年法

律90号)に基づく労働待問等見直しガイドライン(平成20年 3月

24日付け厚生労働省告示第108号)について、積極的に広報啓発に

努めること。

2 労働時間等の設定改善に係る取組についての周知・啓発

労働時間等の設定改善に係る取組を円滑に推進するためには、

労使の自主的な取組の推進が重要であることから、都道府県や地

域レベルでの主要な事業主団体や労働者団体との日頃からの連携

に配慮し、これらの団体の各種会議や広報誌への掲載等のあらゆ

る機会を通じた周知・啓発活動を行うこと。

3 具体的な施策の実施

長時間労働の抑制と年次有給休暇の取得促進等仕事と生活の調

和の実現に向けた社会的気運の醸成等を図るため、次の施策を実

施する。

(1) 働き方・休み方改善ハンドブック等の開発

本省において、企業における長時間労働の抑制及び年次有給

休暇に取得促進の自主的な取組を促進するため、長時間労働の

抑制や年次有給休暇が遅れている業種の勤務形態等の特性に

応じた改善策を盛り込んだ「働き方・休み方改善ハンドブック

(仮称)Jを作成することとしている o また、企業が自主的な

取組を行うための契機とするため、企業自らの「働き方・休み

方Jの現状を客観的に評価できるよう「働き方・休み方改善指

標(仮称)Jを作成することとしている。作成後は、都道府県

労働局(以下「局」という。)においても、あらゆる機会を活

用してこれらを周知すること。

(2) 働き方・休み方改善協議会の実施

年次有給休暇の取得促進のためには、事業場のみならず、地

域における気運の醸成も有効な手段であることから、本省委託
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事業として、地方都市において、関係労使、地方自治体、行政

機関等から構成する「働き方・休み方改善協議会(仮称)Jを

設置し、例えば地域の行事に合わせ一斉に年次有給休暇を取得

するなどを内容とした提言を取りまとめ、その提言を地域内外

の企業に周知・広報することにより、年次有給休暇の取得を促

進する。本協議会が設置される地域を管轄する局においては、

関係機関と必要な連携を図ること。

(3) 時季を捉えた年次有給休暇取得促進

年次有給休暇の取得を促進するため、夏季、年末年始等の年

次有給休暇が取得しやすい時季に取得できる環境を整備する

ことが重要である。そのため、各局においては、これらの時季

を捉え、地方自治体、事業主団体、労働者団体などと連携しつ

つ、取得を促進するための周知・広報を計画的に実施すること。

，、

第 2 働き方・休み方改善コンサルタントによる個別事業場等に対す

る支援

1 趣旨

長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得促進等に向けた労使の

自主的な取組を促進するために、改善の必要がある事業場に対し

て、事業場が抱える問題の要因を明らかにした上で、勤務形態等

に応じた改善に資する支援を行うことが重要である。この支援の

中心的役割を担うのは、都道府県労働局に配置する働き方・休み

方改善コンサノレタント(以下「コンサルタント」という。)によ

る個別事業場に対するコンサルティングであり、これを積極的か

っ計画的に推進していくこととする。

2 コンサノレタントが行う手法

コンサノレタントは、以下の手法を有機的に連携させ、事業場に

対し、必要な指導・助言を行うこと。

ア コンサノレティング

個別事業場に直接訪問し、関係資料を確認しながら、当該事

業場において労働時間管理等に責任を有する者と面談を行うこ

と等により、問題点を把握し、その解決策について、助言・指

導を行う手法をいうこと。

イ ワークショップ

行政からの一方的な講習等の手法ではなく、参加者による労

働時間等の設定改善の取組事例の発表、改善に関する意見交換
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を通じて理解を促進する研修会をいうこと。

そのため、参加者が積極的に参加できるようなものとするこ

とが重要であり、一般的には次のような項目を含んだ研修会が

考えられる。

① 労働時間等の設定改善事例に係る班別討議及び全体討議を

行う。

② 波別討議において、参加者にその所属事業場の課題や取組

を発表させ、その後、問題解決方法について斑内で意見交換

を行う。

③ 全体討議においては、各班から班別討議の結果を発表し、

その後、全出席者による意見交換を行う。

ワ そのイ也
事業場を集団として捉まえたものとして、集留指導、自主点

検がある。これらの手法は、コンサルティングやワークショッ

プの対象事業場の選定のために活用すること。

3 対象事業場

コンサルタントは、次の事業場に対して取組を推進することと

する。

ア 局選定業種の事業場

長時間労働の抑制、年次有給休E慢の取得促進等、これまで局

又は労働基準監管署(以下「署」という。)等において実施し

てきた自主点検、相談・指導、コンサルティングの実績等から、

取り組む必要があると局において選定した業種(以下「局選定

業種」という。)のうち、局が策定した基準に該当する事業場

(監督指導等の対象は除く o ) 

イ 助成金を支給した事業場

ウ コンサノレティングの申出があった事業場

エ 法令を遵守し、長時間労働の抑制等について改善意欲がある

ものとして、署から情報提供された事業場

オ 3 6協定において 1か月当たり 80時間を超える協定を締結

していると署より情報提供された事業場(労働基準法第 36条

第 1項の協定で定める労働時間の延長の限度等に関する基準

(平成 10年労働省告示第 154号) (以下「限度基準」とい

う。)第 5条第 1号、第 2号又は第4号による適用除外になっ

ている事業及び監督指導等の対象は除くロ)
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4 対象事業場への対応

以下の手法を用いて効果的に対応すること。

ア 局選定業種の事業場

(7) 原則として自主点検を行い、その結果、改善の必要がある

事業場に対して、架電等により、コンサノレティングの手法や、

ワークショップ等の集団的手法を説明し、事業主等に対して

どの手法を希望するか確認すること。その際、コンサルティ

ングの希望があった場合には、必ずコンサルティングを実施

すること。

電話による手法の確認を行ってもいずれも希望しない場

合や自主点検の督促を行っても回答がない場合は、次年度以

降の対象とする等、局の実情に応じて対応すること。

なお、既に局又は署において他の自主点検等により、改善

の必要がある事業場を把握している場合は、自主点検を省略

して差し支えないこと。

また、必ずしも上記手法にこだわることなく、局の実情に

応じて手法を変更しでも差し支えないこと。

(イ) 対象とすべき業種等に業界団体等が存在している場合は、

当該団体自らが構成事業場の長労働時間の抑制や年次有給休

暇の取得促進を進めることも効果があることから、当該団体

の自主的活動を促進するための働きかけを行うこと o

イ 助成金を支給した事業場

労働時間等設定改善推進助成金(以下「推進助成金」という。)

又は職場意識改善助成金〈以下「改善助成金」という。)の事

業実施中の事業場及び既に助成金を支給した事業場に対しては、

必ず以下の手法により対応すること。

(了) 推進助成金

推進助成金を支給した全団体に対し、構成事業場の取組状

況の確認のためのコンサルティング安行うこと。また、推進

助成金を支給した団体のすべての構成事業場に対して、原則

として自主点検を行うこと。その結果、改善の必要のある事

業場に対して、架電等により、ワークショップ及びコンサノレ

ティングの手法を説明し、事業主等に対してどの手法を望む

か確認すること。コンサノレテイングを希望する場合には、コ

ンサノレティングを必ず実施すること。

電話による手法の確認を行ってもいずれも希望しない場合
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や自主点検の督促を行っても回答がない場合は、次年度以降

の対象とする等、局の実情に応じて対応すること。

(イ) 改善助成金

改善助成金事業を実施している全事業場及び助成金を支給

した全事業場に対し、実施状況の確認のためのコンサルティ

ングをrtうこと。
ウ コンサノレティングの申出があった事業場

事業場からコンサノレティングの申出を受理した場合、その申

出があった日から、原則として 1か月以内に、コンサルティシ

グを行うこと。

エ 法令を遵守し、長時間労働の抑制等について改善意欲がある

ものとして、署から情報提供された事業場

暑から情報提供注れた内容を確認した上で、局署の連携によ

り的確にコンサノレテイングを実施すること。

オ 3 6協定において 1か月当たり 80時間を超える協定を締結

していると署より情報提供された事業場(限度基準第 5条第 1

号、第 2号又は第4号による適用除外になっている事業及び監

督指導等の対象は除く。)

自主点検、集団指導やワークショップなどの集団的手法、コ

ンサノレティング等適切な手法を選択し、計画的に対応すること。

5 ワークショップ実施事業場に対するフォローアップ

ワークショップに参加した全事業場に対して、改善状況を把濯

することを目的として;自主点検を実施するとと。自主点検の回

答がなかった場合や自主点検により改善されていないことが確認

された場合は、局の実情に応じて対応すること。

6 コンサルタント活動に関する行政効果の把握

自主点検やコンサルティング等、コンサルタントの活動につい

て、行政効果を把握し、次年度以降の取組に反映させるとと。

7 コンサルタントの庁外活動の件数及び本省への報告

コンサルタントが主体的・能動的に庁外活動を行うことは本来

業務専念の観点から重要なことから、コンサノレタントが行う 1か

月当たりの庁外活動の件数について、事業場への個別訪問のほか、

ワークショップや事業主団体等への対応も含めて 3件以上を目安

とすること。

同一事業場に対し、複数回にわたりコンサルティングを行った

場合、それぞれを庁外活動の件数に含めて計上して差し支えない。
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ワークショップについては、コンサルタント 1人当たり、年間 1

回以上開催することを目安どし、 1回当たりの庁外活動件数は 3

件分として計上して差し支えない。集団指導については、 1固に

つき庁外活動 1件とする。

また、コンサルタントの活動状況について取りまとめた上で、

年 2回本省に報告すること。

本省においては、各局から報告されたコンサノレタントの活動状

況を取りまとめた後、その活動実績を各局に対し情報提供する。

第 3 労働時間等設定改善実施体制の整備の促進

長時間労働を抑制し、年次有給休暇の取得を促進するためには、

企業において労働時間等をめぐる様々な問題について労使が目常

的に話し合う主ともに、話合いの成果を適切に実施するための体

制を整備することが必要である。このため、引き続き労働時間等

設定改善委員会の設置等による労働時間等設定改善実施体制の整

備が図られるようあらゆる機会を通じて周知啓発を図ること。

また、本省において、毎年、企業における労働時間等設定改善

委員会の設置状況を把爆し、この結果を各局に情報提供するので、

上記周知の際に活用すること。

第 4 中長期的な見通しをもった対応

本対策を効果的かつ効率的に推進するためには、時季を捉えた

休暇促進等に関する広報やコンサルティングや集団的手法などを

連携させて対応する必要があることから、局において年間計画を

策定‘すること。また、重点的に取り組む事業場数が膨大な場合等

は、単年度計画に加え、中長期的な見通しを持った計画を策定し、

推進すること。

第 5 関係行政機関等との連携

(1) 局と暑の連携

暑は、監督指導等において、長時間労働の抑制や年次有給休暇

の取得促進が必要であるなど、労働時間等の設定改善が必要な事

業場を把握した場合は、コンサルタントの業務内容について説明

を行い、必要な情報を局に提供し、コンサルタントの積極的な活

用を図ること。

(2) 関係行政機関等との連携
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本取組を推進するためには、国の出先機腐を含めた関係行政機

関の協力を得つつ、連携して広報等を行うことが重要であること

から、必要に応じ、関係行政機関に施策を説明し、広報等の依頼

を行うなどの連携を図ること。

また、仕事と生活の調和の実現に積極的に取り組んでいる地方

自治体を把握した場合は、その取組状況を把握し、例えば、仕事

と生活の調和に関するイベントの開催等を計画している場合に

は、イベント会場等でパンフレットを配布できるようにするなど、

地方自治体に対して働きかけを行うよう努めること。

(3) 労使団体との連携

本取組を円滑に推進するためには、都道府県や地域レベルでの

主要な事業主団体や労働団体の理解を得つつ、連携して広報等を

行うこととが重要であることから、必要に応じて労使団体に説明

し、労使団体の各種会議等や広誌等を活用し、各種取組を周知す

る等必要な連携を図ること。

第 6 その他

労働時間等設定改善関係業務を効果的に進めるため、監督指導

等あらゆる機会を通じて、年次有給休日授の取得促進(特に、計画

的付与制度を活用したもの)、所定外労働の削減等の好事例及び

地域における労働時間等の設定の改善に関する情報の収集、整備

に努め、各種機会に活用するとともに、本省に随時報告すること。

第 7 労働時間等設定改善推進助成金及び職場意識改善助成金の支給

要領について

労働時間等設定改善推進助成金の支給要領については、平成 2

5年度本予算の成立後に示すこととじており、それまでの問、事

業実施承認申請等は受け付けないこととする。

また職場意識改善助成金の支給要領についても、平成 25年度

本予算の成立後に示すこととしており、それまでの問、事業実施

承認申請等は受け付けないこととするが、平成 24年度に職場意

識改善計画を認定した職場意識改善助成金の支給については、従

前の例によることとする。

改正 平成24年4月 2日一部改正

改E 平成25年4月 1日一部改正

7 



都道府県知事殿

別添2

基発 0401第 62号

平成 25年4月1日

厚生労働省労働基準局長

(公印省略)

労働時間等設定改善対策の推進について

労働基準行政の推進につきまして、平素より格別の御理解と御協力を賜り、厚く御

礼申し上げます。

さて、標記対策については、仕事と生活の調和の推進という観点から、平成20年

4月1日付け基発第 0401011号により御協力依頼をさせていただいているところで

す。

「労働時間等の設定の改善に関する特別措置法(平成4年法律第 90号)Jは、労

働者の健康と生活に配慮するとともに多様な働き方に対応するため、労働時間等の設

定を改善することを目的としていますが、特に労働者が健康で充実した生活を送るた

めには、所定外労働を削減すると主もに、年次有給休暇の取得促進を図るととが重要

であり、これらを進めていくことが仕事と生活の調和を実現するためにも必要不可欠

なものと考えています。

しかしながら、我が国の労働時間の現状をみると、週労働時間 60時間以上の労働

者の割合は依然として高水準で、推移し、また、年次有給休暇の取得率については5害IJ

を下回る状況にあります。

このため、企業等における所定外労働時間の削減と年次有給休暇の取得促進を一層

推進する観点から、国民運動を通じた社会的気運の醸成や労使の主体的な取組を支援

する方策の強化などを盛り込んだ「今後の労働時間等設定改善関係業務の進め方につ

いてJ (平成 25年4月 1日付け基発 0401第 61号)を、本日、都道府県労働局長あ

て通達しましたので、貴職におかれましては、引き続き、本対策の実施に当たり、御

理解と御協力をいただきますようお願いいたします。

また、本対策において、夏季、年末年始等の年次有給休暇が取得しやすい時季に、

集中的に年次有給休暇の取得促進に向けて労使等への働きかけを行うとととしてお

りますので、貴職におかれましでも、この趣旨を御理解の上、都道府県民の福祉の向

上等の観点から、都道府県労働局と連携を図りつつ、取組の積極的な実施に向けて、

御協力を賜りますようお原晶、申し上げます。



参考

「今後の労働時間等設定改善業務の進め方についてJ

(平成23年4月1日付け基発 0401第 17号)新!日対照表

改正 現 行

言日 記

第1 長時間労働の抑制と年次有給休暇の取得促 第1 仕事と生活の調和の実現に向けた社会的気

進など仕事と生活の調和の実現lζ向けた社会 還の醸成

的気還の醸成 1 広報啓発活動の積線的な展開

1 仕事と生活の調和に関する広報啓発活動の 仕事と生活の調和についての社会的気運の

積極的な展開 自費成を図っていくためには、各地域の実情を

仕事と生活の調和についての社会的気運の 踏まえつつ効果的な広報啓発活動を展開して

隙成を図っていくためには、各地域の実情を いくことが重要であり、都道府県等の関係機

踏まえつつ効果的な広報啓発活動を展開して 関と連携をとりつつ積梅的な広報啓発活動を

いくことが重要であり、都道府県等の関係機 実施するよう努めるとと。

関と連携をとりつつ、労働時間等の設定の改

善に関する特別措置法(平成4年法律的号)

に基づく労働時間等見直しガイドライン(平

成 20年3月 24日付け厚生労働省告示第 108

号}について、積極的に広報啓発に努めるこ

とロ

2 労働時間等の設定改善に係る取組について 2 あらゆる機会を通じた周知・啓発

(J)周知・啓発 労働時間等設定改善対策を円滑に推進する

労働時間等の設定改善に係る取組を円滑に ためには、労使の自主的な取組の推進が重要

推進するためには、労使の自主的な取組の推 であることから、都道府県や地域レベルでの

進が重要であることから、都道府県や地域レ 主要な事業主団体や労働者団体との日頃から

ベノレでの主要な事業主団体や労働者団体との の連携に配慮し、これらの団体の各種会議や

日頃からの連携に配慮し、これらの団体の各 広報誌への掲載等のあらゆる機会を通じた周

種会議や広報誌への掲載等のあらゆる機会を 知・啓発活動を行うこと。

通じた周知・啓発活動を行うこと。

3 具体的な施策の実施 (新設)

長時間労働の拘制と年次有給休暇の取得促

進等仕事と生活の調和の実現に向けた社会的

気運の醸成等を図るため、次の施策を実施す

ゑι

(1) 働き方・休み方改善ハンドブック等の開発

1 



本省において 3企業における長時間労働の

抑制及び年次有給休暇に取得促進の自主的

な取組を促進するため、長時間労働の抑制や

年次有給休日院が遅れている業種の勤務形態

等の笠土まに応じた改善策を盛り込んだ「働き

方・休み方改善ハント‘ブ¥yク(仮称2Jを作

成するとととし7ている。また、企業が自主的

な取組を行うための契機とするため、企業自

らの「働き方・休み方|の現状を客観的に評

価できるよう「働き方・生み方改善指標〔仮

称2Jを作成することとしている。作成後は、

都道府県労働局(以下「局Jという。)にお

いても、あらゆる機会を活用してこれらを周

知すること。

(2) 働き方・休み方改善協議会の実施
， 

年次有給休暇の取得促進のためには、事業

場のみならず、地域における気還の畷成も有

効な手段であることから、本釜委託事業とし

て、地方都市において、関怪労使、地方自治

体、行政機関等から構成する「働き方・休み

方改善協議会(仮称)Jを設置し、例えば地

!域の行事に合わせ一斉に年次有給休暇を取

得するなどを内容とした提言を取りまとめ、

その提言を地域内外，の企業に周知・広報する

ことにより、年次有給休暇の取得を促進す

る。本協議会が設草される地域を管轄する局

においては、国係機関と必要な連携を図るこ

よ_0_
(3) 時季を渥えた年次有給休H摂取得促進

年次有給休暇の取得を促進するため、夏

季、年末年椅等の年次有給休暇が取得しゃ

すい時季に取得できる環境を整備すること

が重要である。そのため、各局においては、

これらの時季を捉え、地方自治体、事業主

団体、労働者団伎などと連携しつつ、取得

を促進するための周知・広報を計画的に実

施すること。

z 



第2 働き方・休み方改善コンサノレタントによる

個別事業場等に対する支援

1 趣旨 (新設)

長時間労働の担使車のlや年次有鈴休暇の取得*
進等に向けた労 自主的な取組を促進する

ために、改善の必要がある事業場に対して、

事業場が抱える問題の要因を明らかにした上

で、勤務形態等に応じた改善に資する支援を

行うことが重要である。この支援の中心的役

割を担うのは、都道府県労働局に阻置する働

き方・休み方改善コンサノレタント(以下「コ

ンサノレタントj という。)による個別事業場に

対するロンサノレティングであり、これを積極

的かっ計画的に推進していくこととする。

2 コンサノレタントが行う手法

コンサノレタントは、以下の手法を有機的に

連携させ、事業場に対し、必要な指導・助言 第2 個別事業場に対する働きかけ

を行うこと。 5 手法

ア コンサノレティングP (2) コンサノレティング

個別事業場に直接訪問し、関係資料を確 ア コンサノレティングの実施

認しながら、当該事業場において労働時間 個別事業場に対するzンサノレティン

管理等に責{王を有する者と面談を行うこと グについては、都道府県労働局に配置さ

等により通明題点を把握し、その鰭決策に れたiWJき方・休み方改善コンサノレタント

ついて、助言・指導をfiう手法をいうこと2 (以下「コンサルタント」という。)を

活用して、待問外労働の削減のための自

主点検等を実施し、事業場の希望に応じ

てコンサノレタントによる個別訪問を実

施するとともに、助言・指導を希望する

に至っていない事業場に対しても、長時

間労働が懸念される場合等改善が必要

と考えられるものに対しては、積極的な

コシサノレタントの活用を勧奨するよう

努めること。

個別訪問については 1回限りの実施

ではなく、事業場に対し改善プランを提

示するなど一定期間にわたって事業場

を計画的に訪問し、指導・援助を行うこ

3 



ととする。

イ 対象事業場の選定

コンサノレテイングについては、週労働

時間 60時間以上の雇用者の割合が特に

高い 30代の労働者が多く勤務する事業

場、医療機弱における看護獅等夜勤を含

む交代制勤務に従事する者など厳しい

勤務環境や長時間労働が懸念される事

業場などに対して蓑点的に実施するこ

と。

5 手法

イ ワークショップe (1) ワー夕、ンョップ

行政からの→方的な講習等の手法ではな ア 対象事業場の選定

く¥参加者による労働時間等の設定改善の これまでの相談状況などを中心に局

取組事例の発表、改善に関する意見交換を 内を広く備敵し、長時間労働が懸念され

通じて理経を促進する研修会をいうこと。 る業種、職種等を中心に対象を選定する

そのため、参加者が積極的に参加できる ことと併せ、別途指示する場合は、その

ような主のとすることが重要であり、一般 指示に基づく事業場を対象とすること。

的には次のような項目を含んだ研修会が考 また、 1闘のワークショップの参加事

えられる。 業場数が、 10-30程度となるように選

① 労働時間等の設定改善事例に係る班別 定すること。

言サ議及び全体討議を行う。 イ 対象事業場に対する参加の勧奨

② 延別討議において、参加者にその所属 対象事業場が選定されたら、通知文を

事業場の課題や取組を発表させ、その後、 発出し参加勧奨することロ

問題解決方法について班内で意見交換を また、特定の業種団体等の構成事業場

江主ι を一定数集めて実施する場合は、ワーク

③全体討議においては、各13Eから班別討 ショップを効率的かっ効果的に展開示

議の結果を発表し、その後、全出席者に るため、事前に当該業種団体等へ協力を

よる意見交換を行う。 要請することと併せ、可能であれば、当

該業種団体等と共同で実施すること。

さらに、医療機関、介護施設等、都道

府県等の業所管部局と関係の深い事業

場を対象とする場合は、当該部局と連携

を図り、共同で実施するなどの工夫を図

ること。

なお、事業場に対する通知文について

は、5llJ紙 3を参考とすること。

4 



之」担他

事業場を集団として捉まえたものとし

エι皇旦盆遵」自主点検がある。これらの
手法は、コンサルティングやワークショッ

プの対象事業場の選定のために活用するこ

よι

第2

5 

ワ ワークショ yプの開催

(ア)導入

下記 (2)の一般的なコンサノレティン

グと同様にワーク・ライフ・バランス

の必要性、長時間労働の抑制による過

労死防止対策などについて説明し、自

主点検を実施すること。

(イ)展開

自主点検により、事業場内の課題を

明確にし、 1か月以内に別紙4のアク

ションプラン記入シートにより改善計

画を策定し、提出するよう指導するこ

と。

(ウ)まとめ

アクションプラン作成後3か月を目

処に別紙5の改善レポートを提出する

よう指導すること。

また、改善レポートの提出のあった事

業場のうち3事業場を同処に改善状況

の確認及びさらなる改善の検討などフ

ォローアyプを行うとと。

エ スケジューノレの目安

(ア〕第1四半期 対象事業場の選定及び

参加勧奨

(イ)第 2四半期 ワークショップの開催

(ワ)第3四半期改善レポートの提出

(エ)第4四半期 改善レポート事業場へ

のフォロ}アyプの実施

(3) 自主点検

自主点検はワークショップやコンサノレ

ティングの対象事業場の選定のために活

用すること。また、特に時間外労働が長い

事業場に対する自主的な取組を促進する

ため、コンサルタントを活用して、あらゆ

る機会を捉え、広く、時間外労働の削減の

ための自主点検を実施することa



第2

3 対象事業場 4 対象とする事業場等

コンサノレタントは3 次の事業場に対して取 次の対象事業場に対し、それぞれの手法を

組を推進することとする。 用いて効果的に対応すること。

ア 局選定業種の事業場 (1) 業種の特性に応じた対応が必要と考え

長時間労働の担制、年次有給休暇の取得 られる事業場

促進等、これまで局又は労働基準監督碧(以 医療機関における看護師等夜勤を含む

下「署」という.1等において実施してきた 交代制勤務に従事する者など業種におけ

自主点検、相談・指導、コンサノレティング る変則的な勤務形態や長時間労働が懸念

の実績等から、取り組む必要があると局に される事業場。

おいて選定した業種(以下「局選定業種! (手法:自主点検、ワー夕、ンョップ、コ

という。)のうちミ局が策定した基準に該当 ンサノレティング)

する事業場(監替指導等の対象は除く.1 (2) 長時間労働が懸念される事業場(上記

イ 助成金を支給した事業場 (1)の対象を除く。)

ウ コンサノレティングの申出があった事業場 1か月当たり 80時間を超える時間外労

エ 法令を遵守し、長時間労働の拘制等につ 働が可能となる労働基準法第 36条第1項

いて改善意欲が自主るものとしてョ署から情 の規定に基づく協定を締結してい号事業

報提供された事業場 場や「過労死J等に係る労災保険給付が行

オ 36協定において1か月当たり 80時間 われている事業場等(当該年度に署におい

を超える協定を締結していると署より情報 て監密指導、集団指導、自主点検等の各種

提供された事業場(労働基準法第36条第 行政手法を講ずるものなど、局において調

1壌の協定で定める労働時間の延長の限度 整したものを除く。)。

等に自書する基準(平成10年労働宣告示第 (手法.自主点検、ワークショ yプを原

1 54号) (以下「限度基準j という。)第 殿とし、必要に応じてコンサノレテイング)

5条第1号当第2号又は第4号による適用 (3) 助成金受給事業場

除外になっている事業及び致替指導等の対 職場意識改善助成金を受給した事業場

象は除く。) や労働時間等設定改善推進助成金を受給

した事業主間体の傘下事業場を対象にコ

ンサノレティングを実施するもの。

(手法:コンサノレティング)

(4) 自らコンサノレティングを希望する事業

場(上記(l)~ (3)を除く。)

(手法，コンサノレテイング)

4 対象事業場への対応 (新設)

以下の手法を用いて効果的に対応すると

主L
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ア 局選定業種の事業場

(7) 原Mとして自主点検を行い、その結果、
改善の必要がある事業場に対して、架電等

により、ロンサルティングの手法や、ワー

クショップ等の集団的手法を説明し、事業

主等に対してどの手法を希望するか確認す

ることEその際、コンサJレティングの希望

があった場合には、必ずコンサノレティング

を実施すること。

電話による手法の確誌を行ってもいずれ

も希望しない場合や自主点検の督促を行っ

ても回答がない場合は、次年度以降の対象

とする等、局の実憧に応じて対応すること。

なお、既に局又は署において他の自主点

検等により、改善の必要がある事業場を把

揮している場合は、自主点検を省略して差

し支えないこと。

また、必ずしも上記手法にこだわること

Y量三 3 局の実情に応じて手法を変更してb

差し支えないこと。

(イ)対象とすべき業種等に業界国体等が存在

している場合は、当該団体自らが構成事業

場の長労働時間の抑制jや年次有給休暇の取

得促進を進めることも効果があることか

ら、当護団体の自主的活動を促進するため

の働きかけを行うこと。

イ 助成金を支給した事業場

労働時開等設定改善推進助成金(以下「推

進助成金!とい2鍾i又は職場意識改善劫成
， 

金(以下「改善助成金|という。)の事業実

施中の事業場及び既に助成金を支給した事

業場に対しては、必ず以下の手法により対

応すること。

(l') 推進助成金

推進助成金を支給した全国体に対し、

構成事業場の取組状況の確認のためのコ

ンサノレティングを行2ことQ また、推進

助成金を支給した団体のすべての構成事
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業場に対して、原則として自主点検を行

うこと。その結果、改善の必要のある事

業場に対して、架電等により、ワー夕、ン

ヨァプ及びコンサノレテイングの手法を説

明し、事業主等に対してどの手法を望む

か確認すること。コンサルティングを希

望する場合には、コンサノレティングを必

ず実施すること。

電話による手法の確露を行ってもいず

れも希望しない場合や自主点検の督促を

行っても回答がない場合は、次年度以降

の対象とする等、局の実情に応じて対応

すること o

(イ) 改善助成金

改善助成金事業を実施している金事業

場及び助成金を支給した全事業場に対

し、実施状況の確認のためのコンサノレテ

イングを行うこと g

ウ コンサノレティングの申出があった事業揚

事業場からコンサノレティングの申出を受

理した場合、その申出があった日から、原

則として1か月以内に、コンサノレティング

を行うことロ

エ 法令を遵守し、長時開労働の抑制等につ

いて改善意欲があるものとして、署から情

報提供された事業場

署から情報提供された内容を確認した上

で、局署の連携により的確にコンサノレティ

ングを実施するととの

オ 36協定において1か月当たり 80時間

を超える協定を締結していると暑より情報

提供された事業場(限度基準第5条第1

号、第2号文は第4号による適用除外にな

っている事業及び監督指導等の対象は除

.kL 
自主点検、集団指導やワ}クショップな

どの集団的手法、コンサノレティング等適切

な手法を選択し、計画的に対応すること。
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5 ワークジョッブ実施事業場に対するフォ

ロ}アップ

ワークショップに参加した会事業場に対し

て、改善状況を把握することを目的として、

自主点検を実施することg 自主点検の回答が

なかった場合や自主点検により改善されてい

ないことが確認された場合は、局の実情に応

じて対応すること。

6 コンサノレタント活動に関する行政効果の把

握

自主点検やコンサノレティング等、コシサノレ

タントの活動について、三号1&.効果を把握し、

次年度以降の取組に反映させること。

7 コンサ/レゲントの庁外活動の件数及び本省 ウ コンサルタントの庁外活動の件数

への報告 平成 20年 3月 11 日付け基発第

コンサルクンドが主体的・能動的に庁外活 0311001号「業務の効果的・効率的な推

動を行うことは本来業務専念の観点から重要 進についてjの記の第2の7の(1)のア

なことから、コンサノレタントが行う 1か月当 において、コンサルタントが行う 1か月

たりの庁外活動の件数について、事業場への 当たりの庁外活動の目安件数を3件以

価jJlj訪問のほか2 ワークショップや事業主団 上と指示したととろである。

体等への対応も含めて3件以上を目安とする コンサルタントが主体的・能動的に庁

こと。 外活動を行うことは本来業務専念の観
， 
同一事業場に対し、複数回にわたりコンサ 点からも有効であるため、引き続き、コ

ノレティングを行った場合、それぞれを庁外活 ンサノレタントが行う 1か月当たりの庁

動の件数に含めて計上して差し支えない。ワ 外活動の件数について、事業場への個別

ークショップについては主コンサルタント 1 訪問のほか、ワークショ yプや事業主団

人当たり、年間1回以上開催することを目安 体等への対応も含めて 3件以上を目安

とし、 1間当たりの庁外活動件数は3件分と とすること。

して計上じて差し支えない。集団指導につい なお、本省においては、各局から報告

ては、 l回につき庁外活動 l件とする。 されるコンサルタントの活動状況を取

また、コンサルタントの活動状況について りまとめた後、その活動実績を各局に対

取りまとめた上で、年2白木省に報告すると し情報提供することとする。

よ£ー
本省においては、各局から報告されたコン

サノレタントの活動状況を取りまとめた後、そ
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の活動実績を各局に対し情報提供する。

(削除)

(削除)

10 

第z
z 管内状況の把握
相談の内容、自主点検結果、その他関係団

体等からのヒアリングなどから、管内におけ

る業礎、職種、地域ごとの仕事と生活の調和

推進への取組状況や意識などに関する管内状

況の把握に努めること。

第3 労働時間等の設定の改善の促進を図るため

の支援

1 労働時間等設定改善推進助成金について

中小企業事業主の団体又はその連合団体

が、その構成事業主の耳重用する労働者の労働

時間等の設定の改善が図られるよう、当該構

成事業主に対する相談、指導その他の援助を

団体として行った場合に、その実施した事業

の内容に応じて助成金を支給することによ

り、中小企業における労働時間等の設定の改

善の推進を図ることとする。

さらに、その中小企業事業主の団体又はそ

の連合団体が、その構成事業主の雇用する、

他の年齢層と比較して実労働時聞が長い状況

にあり、また、出産や育児等の子育てを担う

中心世代でもある 20歳代後半から 30歳代の

労働者(以下 r25歳から 39歳までの労働者」

という。)の労働時間等の設定の改善が図れ

るよう、重点的に当該構成事業主に対する相

談・指導その他の援助を団体として行った場

合に、その実施した事業の内容に応じて上乗

せして助成金を支給するロ

なお、労働時間等設定改善推進助成金の支給

業務については、「労働時間等設定改善推進助

成金支給要領J OJIJ添1)に基づき実施する。

2 職場意識改善助成金について



労働時間等の設定の改善の取組を促進しょ

うとする中小事業主を対象として、職場意識

の改善に積極的に取り組み、効果的に実施し

た場合に助成金を支給することにより、中小

企業における労働時間等の設定の改善の推進

を図ることとする。

なお、職場意識改善助成金の支給業務につい

ては、 「職場意識改善効成金支給要領J (別添

2)に基づき実施する。

筆2..労働時間等設定改善実施体制の整備金鍾進 第4 労働時間等設定改善実施体制の整備

長時開労働を抑制し、年次有給休暇の取得 労働時間等設定改善実施体制の整備につい

を促進するためには、企業において労働時間 ては、平成 18年4月1日付け基発第0401006

等をめぐる犠々な問題に号いて労使が日常的 号「労働時間等の設定の改善に関する特別措

に話し合うとともに、話合いの成果を適切に 置法の施行についてJの記の4で指示してい

実施するための体制を整備することが必要で るところである。

あるa このため、引き続き労働時間等設定改 また、平成 20年 3月 11日付け基発第

善委員会の設置等によゑ労働時間等設定改善 0311001号「業務の効果的・効率的な推進につ

実施体制の整備が図られるよ2あらゆる機会 いて」の記の第2の日の(1)においても改めて

を通じて周知啓発を図ること。 指示しているところであるが、引き続き、本

主主、本省において、毎年、企業における 通達の趣旨も踏まえ、上記第2及び第3の労

労働時間等設定改善委員会の設置状況を把握 働時間等設定改善関係業務の推進に当たって

し、この結果を各局に情報提供するので、上 は、あらゆる機会を通じて、特に各事業場に

記周知の際に活用するとと。 対し、労働時間等設定改善委員会の設置等に

向けた働きかけを行うなどにより、労働時間

等設定改善実施体制の整備を図ること。

おお、本省においては、「労働時間等の設定

の改善め促進を通じた仕事と生活の調和に関

する意識調査jの結果を取りまとめた後、各局

に対し情報提供することとする。

第4 中長期的な見通しをもった対応 3 計画的対応

本対策を効果的かっ効率的に推進するため 管内における仕事と生活の調和の実現に向

には、時季を捉えた休椴促進等iこ関する広報 け、効果的な対応を図るため、必要に応じ中

やコンサノレティングや集団的手法などを連携 長期的な視点を持って対応すること。

させて対応する必要があることから、局にお 例えば、一定の業種などに啓発すべき対象

いて年間計画を策定するこど。また、重点的 が相当数存在すると考えられる場合などは、

に取り組む事業場数が膨大な場合等は、単年 集団的対応・個別対応を組み合わせ、単年度
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度計画に加え、中長期的な見通しを持った計 限りの対応とすることなく、複数年 (2~ 3 

画を策定じ、推進するとと2 年)の対応とするなど計画性を持ったものと

することり

第5 関係行政機関等との連携 第5 都道府県等関係行政機関との連携

(1) 局と署の連携 労働時間等の設定の改善の促進を通じた仕

暑は、監督指導等において、長時間労働の 事と生活の調和関係施策を推進するに当たっ

抑制や年次有給休喧の取符促進が必要である ては、都道府県等との連携を図ることが重要

など、労働時間等の設定改善が必要な事業場 であることから、各種機会を通じて、都道府

を把握した場合は、コンサルタントの業務内 県を含む関係行政機関等との連携を図るこ

容について説明を行い、必要な情報を局に提 と。

供し、コンサノレタントの積極的な活用を図る

こと。

(2) 関係往政機関等との連携

本取組を推進す墨ためには、国の出先機関

を含めた関係行政機園の協力を得つつ、連携

して広報等を行うことが重要であることか

ら通必要に応じ、園怪行政機関に施策を説明

し、広報等の依頼を行うなどの連携を図るこ

とo

また、仕事と生活の調和の実現に積極的に

取り組んでいる地方自治体を把握した場合

は、その取組状況を抱握し、例えば、仕事と

生活の調訟に題するイベントの閉催等を計画

している場合には、イベント会場等でパンフ

レットを配布できるようにするなど、地方自

治体に対して働きかけを行うよう努めるこ 、

よι

第2 個別事業場等に対する働きかけ

(3) 労使団体との連携 1 基本的態度

本取組を円滑に推進するためには、都道府 個別事業場への働きかけについては、労働

県や地域レベルでの主要な事業主団体や労働 時間等の設定の改善に関する特別措置法(平

団体の理解を得つつ、連携して広報等を行う 成4年法律第 90号)等を広く周知・啓発す

ことが重要であることから、必要に応じて労 るという趣旨に鑑み、局内における関係部署

使団体に説明し、労使団体の各種会議等や広 はもとより、都道府県等の関係行政機関、関

誌等を活用し、各種取組を周知する等必要な 係する業界団体などとの連携を図りながら、

連携を図ること。 効率的・効果的な行政展開を積極的に図るこ

とが肝要であり、そのためには、日頃から関
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係機関等止の良好な関係を構築しておくこと

に心掛けること。

第日 その他 第6 そのイ也

労働時間等設定改善関係業務を効果的に進 労働時間等設定改善関係業務を効果的に進

めるため、監督指導等あらゆる機会を通じて、 めるため、臨検監督等あらゆる機会を通じて、

年次有給休暇の取得促進(特に、計画的付与 年次有給休暇の取得促進(特に、計画的付与

制度を活用したもの)、所定外労働の削減等の 制度を活用したもの)、所定外労働の削減等の

好事例及び地域における労働時間等の設定の 好事例及び地域における労働時間等の設定の

改善に関する情報の収集、整備に努め、各種 改善に関する情報の収集、整備に努め、各種

機会に活用するとともに、本省に随時報告す 機会に活用するとともに、本省に随時報告す

ること。 るとと。

第7 労働時間等設定改善推進助成金及び職場意 (新設)

識改善助成金の支給要領について

労働時間等設定改善推進助成金の支給要領

については泊平成25年度本予算の成立後に

示すこととしておりミそれまでの問、事業実

施承認申脅等は受け付けないこととする。

また職場意識改善助成金の支給要領につい

ても、平成25年度本予算の成立後に示すと

ととしており、それまでの園、事業実施承認

申議等は受け付けないこととするが、平成

24年度に職場意識改善計画を認定した職場

意識改蓋助成金の支給については、従前の例

によることとする。

改正平成24年4月2日一部改正

改正平成25年4月1日一部改正
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